
































































































































































































































当期発生額 組替調整額 税効果額 資産の取得原価調整額
その他
包括利益計
金額 企業数 金額 会社数 金額 会社数 金額 会社数 金額 会社数
その他有価証券評価差額金 70,797 16 △38,242 15 △5,621 16 0 26,934 16
繰延ヘッジ損益 140 12 △5,714 12 2,635 12 78 4 △2,861 12
為替換算調整勘定 △22,077 15 1,599 6 △9 3 △20,487 15
土地再評価差額金 4,024 5 4,024 5
在外子会社年金債務 △2,285 1 342 1 809 1 △1,134 1
持分法適用会社分 △6,179 15 584 10 △1 1 △5,596 15

































































2010年３月31日現在残高 446,117 776,745 24,344 3,302,586 △400,505 △350,618 3,798,669 436,333 4,235,002
当社株主との資本取引 42 192 234 234
非支配持分との取引他 △9,649 △9,649 △238 △9,887
株式に基づく報酬 275 275 275
会計原則の変更による累積影響額 △300 △300 △300
資本剰余金から利益剰余金への振替 △4,252 4,252 ０ ０
現金配当 △77,318 △77,318 △17,584 △94,902
利益準備金への振替 1,152 △1,152 ０ ０
持分変動及びその他 △362 △１ △531 △894 △39,409 △40,303
包括利益（△損失）
　当期純利益 258,661 258,661 35,326 293,987
外貨換算調整勘定 △99,187 △99,187 △7,508 △106,695
未実現有価証券評価損益 △11,842 △11,842 △924 △12,766
年金債務調整勘定 △12,856 △12,856 △875 △13,731
未実現デリバティブ評価損益 587 587 44 631
当期包括利益 135,363 26,063 161,426
新株予約権の付与及び行使 693 693 ２ 695
自己株式の購入等 △8,638 △8,638 △8,638
自己株式の売却等 288 △４ 802 1,086 1,086
自己株式の消却 △2,283 △62,035 64,319 １ １
2011年３月31日現在残高 446,159 761,647 25,496 3,424,689 △524,334 △294,135 3,839,522 405,167 4,244,689
当社株主との資本取引等 78 2,935 3,013 3,013
非支配持分との取引他 6,296 △4,124 2,172 19,365 21,537
株式に基づく報酬 281 281 281
現金配当 △91,863 △91,863 △19,423 △111,286
利益準備金への振替 802 △802 ０ ０
持分変動及びその他 △192 △650 △842 △20,057 △20,899
包括利益（△損失）
　当期純利益 121,682 121,682 35,340 157,022
外貨換算調整勘定 △38,823 △38,823 △2,226 △41,049
未実現有価証券評価損益 12,749 12,749 431 13,180
年金債務調整勘定 △24,781 △24,781 △264 △25,045
未実現デリバティブ評価損益 △4,632 △4,632 △199 △4,831
当期包括利益 66,195 33,082 99,277
新株予約権の付与及び行使 1,823 1,823 15 1,838
自己株式の購入等 △38,418 △38,418 △38,418
自己株式の売却等 △96 △15,241 50,924 35,587 35,587
自己株式の消却 △284 △64,982 65,206 △60 △60
2012年３月31日現在残高 446,237 772,410 26,298 3,369,359 △580,471 △216,423 3,817,410 418,149 4,235,559
参考相場
2010年３月末 2011年３月末 2012年３月末
日経平均株価　円 11,089.94 円 9,755.10円 10,083.56 円



























































































2011年４月１日残高 90,528 235,531 △21,988 506,762 △68,168 742,665 39,768 782,433
新会計基準適用による累積的
影響額 19 △69 △50 9 △41
当期包括利益
　当期利益 122,742 122,742 4,241 126,983
　その他の包括利益 △51,997 △51,997 △976 △52,973
当期包括利益合計 122,742 △51,997 70,745 3,265 74,010
所有者との取引額等
　自己株式取得及び処分 28 28 28
　新株予約権 53 53 53
　剰余金の配当 △33,004 △33,004 △2,047 △35,051
　 その他の資本構成要素から
利益剰余金へ振替 △9,364 9,364 0 0
　子会社に対する持分の変動 △1,164 △73 △1,237 △623 △1,860
　 持分法適用会社において認
識した資本取引 △237 △237 △237
　 ストックオプション付与に
よる増加額等 110 110 110
　その他 △25 1 24 △4 △4 △16 △20
所有者との取引額等合計 △1,316 29 △42,417 9,413 △34,291 △2,686 △36,977
2012年３月31日残高 90,528 234,215 △21,959 587,106 △110,821 779,069 40,356 819,425
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9　有価証券報告書のサマリー情報と包括利益
有価証券報告書における主要な経営指標等の開示は、有価証券報告書の中表紙の次の
ページに「第１【企業の概況】１【主な経営指標等の推移】（１）連結経営指標等」の表
題で、主要な経営指標等として、売上高、経常利益、当期純利益、包括利益、純資産、総
資産、１株当たり純資産、１株当たり当期純利益金額等が５年間の比較形式の情報として
開示されている。このうち包括利益の開示は平成23年３月期から開示がスタートしたこと
を反映して、直近２期間のみの開示となっている。
ちなみに米国会計基準採用企業では４年間の開示が１社で残り10社はすべて５年間の開
示をしている。一方 IFRS 採用する企業の場合当期に日本基準から変更した２社は５年分
の日本基準の開示に直近２年間の包括利益を含めた開示に加えて、IFRS で２年間の開示
を包括利益も含めて行っている。前期以前に日本基準から IFRS に変更した２社は移行期
と移項期の１期前の開示を日本基準と IFRS で行い当期の表示は国際会計基準によってい
る。米国会計基準から前期に IFRS に変更した１社は米国会計基準で４期間、国際会計基
準で３期間の開示を行っている。但し前々期と前期の２期間は２つの会計基準での重複開
示となっている。
日本基準では包括利益の欄で開示されているデータはすべて「包括利益」の表示である
（赤字の場合も同じ）。内容もすべて親会社株主に係る包括利益ではなく、少数株主に係る
包括利益を含めた金額である。一方、米国会計基準採用の場合は「当社株主に帰属する包
括利益」の表示で赤字の期間がある場合には「当社株主に帰属する当期包括利益又は当期
包括損失（△）」の表示に代表される親会社株主に帰属する包括利益であることが明確な
表示となっている。ちなみに当期純利益の表示も「当社株主に帰属する当期純利益」となっ
ていて親会社株主に対する情報として統一がとれている。IFRS では表示は各社各様であ
り、開示の内容も親会社株主に帰属する金額を開示しているケース２社と、非支配持分に
帰属する包括利益を含んだ包括利益を開示しているケース２社と非支配持分がないためど
ちらとも区分できないケースが１社あり統一ができていない。
主要な経営指標として表示するからには日本基準、米国会計基準、IFRS のいずれを採
用していようとも統一した開示とすることが望ましい。現状は海外の投資家等の連結財務
諸表の利用者の立場からみると大変不思議な連結財務データの多様性と映るであろう。
まとめ
日本の大企業の包括利益情報は連結財務諸表のみの開示であるが、準拠する会計基準が
日本基準、米国会計基準、IFRS と分かれていて多様な様式が混在している状況にある。
なかでも2011年３月31日終了事業年度から包括利益の開示が開始された日本基準の場合、
注記が開示されたのは１年遅れの2012年３月31日終了事業年度からであり、開示期間も１
年間のみであることで十分な開示になっていない。また株主資本等変動計算書上での項目
別開示が株主資本以外の項目では純額表示のため包括利益計算書との調整ができない状況
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日本企業の包括利益開示（その２）
が続いている。こため投資家の包括利益に関する理解と活用の妨げとなっているのではと
危惧される。また会計基準の改正について漸進的に進めているため包括利益に大きな影響
が予想される、退職給付引当金関連の積立不足額をその他の包括利益として処理する処理
が2013年４月１日開始事業年度のため、包括利益の中身が大きく変わることが予想される
状況が続くこととなっている。
一方米国基準での主流の開示では株主資本等変動計算書の項目に対する増減を包括利益
が明示される表形式で作成の上、注記で税効果の開示も行う方式になっている。また
IFRS の場合も調整はその他の包括利益累計額にまとめた場合は調整可能な状況である。
調整が困難な日本基準の開示が非常に遅れているとの誤解を招くのではと危惧される。主
要な経営指標の推移の連結経営指標開示についても包括利益の欄の内容がバラついている
ため、会計基準の違いを超えた統一が図られることが望まれる。
【注】
＊１　クリーン・サープラスとはある期間における資本の増減（資本取引による増減を除
く）が当該期間の利益と等しくなる関係をいう（企業会計基準第25号包括利益の表
示に関する会計基準第21項注記）
＊２　米国会計基準における日本の連結株主資本等変動計算書と同じ財務諸表のタイトル
は各社各様で連結資本勘定計算書、連結資本変動表、連結株主持分計算書、資連結
資本勘定増減表、連結資本変動計算表、連結資本変動計算書、連結純資産計算書、
の７つもの異なる表記がなされている。
＊３　中央青山監査法人『アメリカの会計原則』、2005年304頁。
